
令和 3年度（2年度実施分）事務事業目的評価表
様式1-1 記入日 令和03年12月08日

１
事
務
事
業
の
現
状
　
Ｐ
Ｌ
Ａ
Ｎ
及
び
Ｄ
Ｏ

事務事業名 No. 365 思春期家庭教育講座事業
政策 安心して子どもを産み育て、誰もが豊かな心をはぐくむまち

この事務事業
施策 安心して子どもを産み、育てられる環境にしよう

の位置
基本事業 家庭教育

主管課名 教育行政課 課長名 岡田　高行
この事務事業の開始時期 平成７年度 事務区分 □法定受託事務 ■自治事務
この事務事業の根拠法令 思春期家庭教育講座事業実施要領

事業の概要 現在の状況とこの事務事業を行う根拠または理由

市内中学校（４校）において、子育てへの悩みや不安 毎年、全中学校で実施されている。
を持つ親に対して、子育て講座を開催している。 家庭の教育力が低下している状況に鑑み、こうした講
 座の開催による「家庭教育」の必要性や、親を支援す
「ＳＤＧｓの取り組み：1，4，8，11，16」 ることは必要である。

令和2年度は、新型コロナウイルス感染拡大防止のため、実施できなかったが、例
R2年度に実施した具体的な 年は、思春期の子どもを持つ保護者のために、子育てに関する講座を市

令

内４中学校
事業の方法

和

、手順、指標に対す で

 

実施している。
る成果

3

等

事務事業を取り巻く

年

状況は過去と比べ変化

度

しているか (1)活動

（

指標（事務事業の活動

2

量を表す指標）

変化し

年

ていない。 名称 単位
①

度

講座の開催日数 日
変 

実

化
② 実施校数 校

内 容

施

対象(この事業の対象

分

、範囲となる人、物)

）

(2)対象指標（対象

事

の大きさを表す指標）

務

思春期の子どもを持つ

事

保護者 名称 単位
① 中学

業

生を持つ家庭（実家庭

目

）数 世帯
②

目的(この

的

事業によって上記対象

評

をどのような状態にし

価

たいのか) (3)成果

表

指標（目的の達成度を

様

示す指標）

思春期の子

式

どもに対する教育に自

1

信を持ってもらう 名称

-

単位
① 講座参加人数 人

1

②

結果(上位基本事業

記

の意図) (4)結果の

入

成果指標（上位基本事

日

業の成果指標）

家庭教

令

育力を高めてもらう 名

和

称 単位
① 思春期家庭教

0

育講座の参加者数 人
②

3

家庭教育学級の参加者

年

数 人

事務事業の各種指

1

標の実績と見込及び目

2

標

H31年度 R2年度

月

R2年度 R3年度 R4

0

年度 R5年度 R6年度

8

指標 ＼ 年度 単位
実

日

績値 計画値 実績値 計画

１

値 目標値 目標値 目標値

事

(1)の ① 日 4 4 0 4

務

4 4 4
活動指標 ② 校 4

事

4 0 4 4 4 4
(2)の

業

① 世帯 1,785 1,

の

750 1,737 1,

現

750 1,750 1,

状

750 1,750
対象

　

指標 ②
(3)の ① 人 1

Ｐ

77 180 0 190 2

Ｌ

00 210 220
成果

Ａ

指標 ②
(4)の結果の

Ｎ

① 人 177 180 0 1

及

90 200 210 22

び

0
成果指標 ② 人 784

Ｄ

800 73 810 82

Ｏ

0 830 840
予算費

事

目 会計 01 一般会計

務

款 10 項 05 目 02

コ

事

スト 年度 H31年度 R

業

2年度 R2年度 R3年

名

度 R4年度 R5年度 R

N

6年度
実績値 計画値 実

o

績値 計画値 目標値 目標

.

値 目標値
事業費(決算

3

又は予算額)Ａ 単位 8

6

0 80 0 80 80 80

5

80

財
源
内
訳

 国庫支

思

出金 千円 21 0 0 0 0

春

0 0
 県支出金 千円 0

期

0 0 0 0 0 0
 地方債

家

千円 0 0 0 0 0 0 0
 

庭

その他 千円 0 0 0 0 0

教

0 0
 一般財源 千円 5

育

9 80 0 80 80 80

講

80
人件費Ｂ 千円 42

座

8.6 428.6 42

事

8.6 428.6 42

業

8.6 428.6 42

政

8.6
正職員従事時間

策

×人数 時間×人 105

こ

× 1 105× 1 105

の

× 1 105× 1 105

事

× 1 105× 1 105

務

× 1
正職員以外の人件

事

費 千円 80 80 80 8

業

0 80 80 80
その他

施

の費用Ｃ 千円 0 0 0 0

策

0 0 0
トータルコスト

の

A+B+C 千円 508

位

.6 508.6 428

置

.6 508.6 508

基

.6 508.6 508

本

.6
単位あたりコスト

事

① 千円/世帯 0.3 0

業

.3 0.2 0.3 0.

主

3 0.3 0.3
（ﾄｰ

管

ﾀﾙｺｽﾄ/(2)の

課

対象指標）② 千円/ 0

名

0 0 0 0 0 0

1

課長名
この事務事業の開始時期 事務区分 法定受託事務 自治事務
この事務事業の根拠法令

事業の概要 現在の状況とこの事務事業を行う根拠または理由

R2年度に実施した具体的な
事業の方法、手順、指標に対す
る成果等

事務事業を取り巻く状況は過去と比べ変化しているか (1)活動指標（事務事業の活動量を表す指標）

名称 単位
①

変 化
②

内 容

対象(この事業の対象、範囲となる人、物) (2)対象指標（対象の大きさを表す指標）

名称 単位
①
②

目的(この事業によって上記対象をどのような状態にしたいのか) (3)成果指標（目的の達成度を示す指標）

名称 単位
①
②

結果(上位基本事業の意図) (4)結果の成果指標（上位基本事業の成果指標）

名称 単位
①
②

事務事業の各種指標の実績と見込及び目標

H31年度 R2年度 R2年度 R3年度 R4年度 R5年度 R6年度
指標 ＼ 年度 単位

実績値 計画値 実績値 計画値 目標値 目標値 目標値
(1)の ①

活動指標 ②
(2)の ①

対象指標 ②
(3)の ①

成果指標 ②
(4)の結果の ①
成果指標 ②

予算費目 会計 款 項 目

コスト 年度 H31年度 R2年度 R2年度 R3年度 R4年度 R5年度 R6年度
実績値 計画値 実績値 計画値 目標値 目標値 目標値

事業費(決算又は予算額)Ａ 単位

財
源
内
訳

 国庫支出金 千円
 県支出金 千円
 地方債 千円
 その他 千円
 一般財源 千円

人件費Ｂ 千円
正職員従事時間×人数 時間×人 × × × × × × ×
正職員以外の人件費 千円

その他の費用Ｃ 千円
トータルコストA+B+C 千円
単位あたりコスト ①

（ﾄｰﾀﾙｺｽﾄ/(2)の対象指標）②

1



事

見直す（拡
その理由

大

業

・縮小）必要はありま

名

せ
■ ない

んか？

事業内

N

容を鑑みると、環境変

o

化に伴って目的は左右

.

されないため、見
事業

3

進展等による環境変化

6

□ ある
直しは必要ない

5

ものとする。
に伴い、

思

目的を見直す（目
その

春

理由
的の追加・拡充又

期

は絞込）

必要はありま

家

せんか？ ■ ない

有
効
性

庭

学校と連携し、参加が

教

促されるような魅力あ

育

る講座を開催する。
今

講

以上に事業の成果を向

座

上

させる方法を記入し

事

て下さ

い。 内　容
※(

業

3)の成果指標を向上

２

させる

　ことはできま

評

すか？

令和2年度は、

価

新型コロナウイルス感

　

染拡大防止のため、実

Ｃ

施できなかった。
目的

Ｈ

達成状況 内　容 例年の

Ｅ

参加者数は横ばいであ

Ｃ

る。

□民間への一部委

Ｋ

託 □民間への全部委託

目

市関与の必要性 □指定

的

管理 □補助金・負担金

妥

助成 ■市の直営
内　容

当

　（実施手法） 講座に

性

関する協力のため、引

こ

き続き学校と連携して

の

取り組む。

効
率
性

事業

事

内容を鑑みると、統廃

業

合による事業の効率化

の

又は成果の向上は難し

必

い。
事務事業の統廃合

要

により、

事業の効率化

性

を図り、成果
内　容

を

は

向上させる方法を記入

薄

し

て下さい。

事務内容

れ

を鑑みると、削減は難

て

しい。
現状より事業費

得

・人件費を

削減する方

ら

法を記入して下

さい。

れ

（仕様の変更、外部 内

て

　容
委託、従事時間の

い

削減等は

できないか？

る

)

公
平
性

特になし。
□

い

ある ■ 現状で適正
受益

ま

者負担はありますか？

せ

また、受益者負担割合

ん

は適 ■ ない □ 検討が必

か

要 内　容
正ですか？

□

。

受益者がいない

３
改
革

十

改
善
案
　
Ａ
Ｃ
Ｔ
Ｉ
Ｏ
Ｎ

分

同じ悩みや不安を持つ

な

親への支援が 親も子ど

成

もと一緒に成長できる

果

よう
事業実施上の課題

が

、住 必要である。 支援

理

していく。
民・議会等

　

からの意見 意　見 対応

由

策
と対応策

思春期の子

得

どもを持つ保護者のた

ら

め 継続して実施するた

れ

め、前年度と同
R3年

て

度の事業計画は前 変　

い

更
に、子育てに関する

ま

講座を市内４中 様・同

す

規模で実施。
年度から

か

変更・追加は 前年度 ・

？

学校で実施している。

得

あるか 追　加

今後の事

ら

業・コスト・成果の方

れ

向性 今後の事業の方向

て

性、改革・改善案
※今

い

年度からの具体的な事

な

業の進め方、手段の見

い

直し等、各方向性の内

事

容

　　　　　　　　　

業

□　拡大 地域の「家庭

進

の教育力の向上」への

展

意識を高めるため
　　

等

　　　　　　　□　改

に

善 、継続する必要があ

よ

る。
　　　　　　　　

る

　■　現状維持 各中学

環

校での講座数、開催内

境

容等は毎年指針を示し

変

、
　　　　　　　　　

化

□　縮小 引き続き学校

あ

と連携して、講座のさ

る

らなる改良に向け
　　

に

　　　　　　　□　統

伴

合 て取り組む。
　　　

い

　　　　　　□　完了

、

　　　　　　　　　□

対

　廃止・休止
コストの

象

方向性
　　　　　　　

を

　　→　維持
成果の方

見

向性
　　　　　　　　

直

　→　維持

2

す（拡
その理由

大・縮小）必要はありませ
ない

んか？

事業進展等による環境変化 ある
に伴い、目的を見直す（目

その理由
的の追加・拡充又は絞込）

必要はありませんか？ ない

有
効
性

今以上に事業の成果を向上

させる方法を記入して下さ

い。 内　容
※(3)の成果指標を向上させる

　ことはできますか？

目的達成状況 内　容

市関与の必要性
内　容

　（実施手法）

効
率
性

事務事業の統廃合により、

事業の効率化を図り、成果
内　容

を向上させる方法を記入し

て下さい。

現状より事業費・人件費を

削減する方法を記入して下

さい。（仕様の変更、外部 内　容
委託、従事時間の削減等は

できないか？)

公
平
性

ある 現状で適正
受益者負担はありますか？

また、受益者負担割合は適 ない 検討が必要 内　容
正ですか？

受益者がいない

３
改
革
改
善
案
　
Ａ
Ｃ
Ｔ
Ｉ
Ｏ
Ｎ

事業実施上の課題、住
民・議会等からの意見 意　見 対応策
と対応策

R3年度の事業計画は前 変　更
年度から変更・追加は 前年度 ・
あるか 追　加

今後の事業・コスト・成果の方向性 今後の事業の方向性、改革・改善案
※今年度からの具体的な事業の進め方、手段の見直し等、各方向性の内容

コストの方向性

成果の方向性

2

様式1-2

事務事業名 No. 365 思春期家庭教育講座事業

２
評
価
　
Ｃ
Ｈ
Ｅ
Ｃ
Ｋ

目
的
妥
当
性

令和2年度は、新型コロナウイルス感染拡大防止のため、実
この事業の必要性は薄れて ■ 得られている

施できなかったが、例年多くの保護者の参加があり、講座の
いませんか。十分な成果が 理　由

成果が得られている。
得られていますか？ □ 得られて

様

いない
 

事業内容を鑑

式

みると、環境変化に伴

1

って目的は左右されな

-

いため、見
事業進展等

2

による環境変化
□ ある

事

直しは必要ないものと

務

する。
に伴い、対象を



令和 3年度（2年度実施分）事務事業目的評価表
様式1-1 記入日 令和03年12月08日

１
事
務
事
業
の
現
状
　
Ｐ
Ｌ
Ａ
Ｎ
及
び
Ｄ
Ｏ

事務事業名 No. 370 家庭教育学級開催事業
政策 安心して子どもを産み育て、誰もが豊かな心をはぐくむまち

この事務事業
施策 安心して子どもを産み、育てられる環境にしよう

の位置
基本事業 家庭教育

主管課名 教育行政課 課長名 岡田　高行
この事務事業の開始時期 昭和４９年度 事務区分 □法定受託事務 ■自治事務
この事務事業の根拠法令 無し

事業の概要 現在の状況とこの事務事業を行う根拠または理由

家庭教育の基礎となる保護者に対し、家庭教育に関す 家庭の教育力の低下が社会問題になり、学校から保護
る情報と学習機会を計画的・継続的に提供し、家庭教 者への家庭教育の学習機会の提供等は必要である。
育力の向上を図る。
 
「ＳＤＧｓの取り組み：1，4，8，11，16」

令和2年度は、新型コロナウイルス感染拡大防止のため、下記のとおり1校のみ開催
R2年度に実施した具体的な した。
事業の方法、手順、指標に対す 学級生…２０名以上、学習時間…６時間以上、事業内容…子ども、成人の教育に関
る成果等 する講

令

演・親子で活動するも

和

の・家庭・地域・学校

 

との連携による活動な

3

ど

事務事業を取り巻く

年

状況は過去と比べ変化

度

しているか (1)活動

（

指標（事務事業の活動

2

量を表す指標）

変化し

年

ていない 名称 単位
① 講

度

座の開催回数 回
変 化

実

② 実施校数 校
内 容

対

施

象(この事業の対象、

分

範囲となる人、物) (

）

2)対象指標（対象の

事

大きさを表す指標）

小

務

学生の子どもを持つ保

事

護者 名称 単位
① 小学生

業

を持つ家庭（実家庭）

目

数 世帯
②

目的(この事

的

業によって上記対象を

評

どのような状態にした

価

いのか) (3)成果指

表

標（目的の達成度を示

様

す指標）

家庭教育力を

式

身につけてもらう 名称

1

単位
① 家庭教育学級の

-

参加者数 人
②

結果(上

1

位基本事業の意図) (

記

4)結果の成果指標（

入

上位基本事業の成果指

日

標）

教育力を高める 名

令

称 単位
① 家庭教育学級

和

の参加者数 人
② 思春期

0

家庭教育講座の参加者

3

数 人

事務事業の各種指

年

標の実績と見込及び目

1

標

H31年度 R2年度

2

R2年度 R3年度 R4

月

年度 R5年度 R6年度

0

指標 ＼ 年度 単位
実

8

績値 計画値 実績値 計画

日

値 目標値 目標値 目標値

１

(1)の ① 回 29 30

事

1 31 32 33 34
活

務

動指標 ② 校 8 8 1 8 8

事

8 8
(2)の ① 世帯 2

業

,969 2,960 2

の

,864 2,950 2

現

,940 2,930 2

状

,920
対象指標 ②
(

　

3)の ① 人 784 80

Ｐ

0 73 810 820 8

Ｌ

30 840
成果指標 ②

Ａ

(4)の結果の ① 人 7

Ｎ

84 800 73 810

及

820 830 840
成

び

果指標 ② 人 177 18

Ｄ

0 0 190 200 21

Ｏ

0 220
予算費目 会計

事

01 一般会計 款 10

務

項 05 目 05

コスト 年

事

度 H31年度 R2年度

業

R2年度 R3年度 R4

名

年度 R5年度 R6年度

N

実績値 計画値 実績値 計

o

画値 目標値 目標値 目標

.

値
事業費(決算又は予

3

算額)Ａ 単位 274 3

7

20 30 320 338

0

338 338

財
源
内
訳

家

 国庫支出金 千円 87

庭

0 0 0 0 0 0
 県支出

教

金 千円 0 0 0 0 0 0 0

育

 地方債 千円 0 0 0 0

学

0 0 0
 その他 千円 0

級

0 0 0 0 0 0
 一般財

開

源 千円 187 320 3

催

0 320 338 338

事

338
人件費Ｂ 千円 5

業

98.6 598.6 5

政

98.6 598.6 5

策

98.6 598.6 5

こ

98.6
正職員従事時

の

間×人数 時間×人 10

事

5× 1 105× 1 10

務

5× 1 105× 1 10

事

5× 1 105× 1 10

業

5× 1
正職員以外の人

施

件費 千円 250 250

策

250 250 250 2

の

50 250
その他の費

位

用Ｃ 千円 0 0 0 0 0 0

置

0
トータルコストA+

基

B+C 千円 872.6

本

918.6 628.6

事

918.6 936.6

業

936.6 936.6

主

単位あたりコスト ① 千

管

円/世帯 0.3 0.3

課

0.2 0.3 0.3 0

名

.3 0.3
（ﾄｰﾀﾙ

課

ｺｽﾄ/(2)の対象

長

指標）② 千円/ 0 0 0

名

0 0 0 0

1

この事務事業の開始時期 事務区分 法定受託事務 自治事務
この事務事業の根拠法令

事業の概要 現在の状況とこの事務事業を行う根拠または理由

R2年度に実施した具体的な
事業の方法、手順、指標に対す
る成果等

事務事業を取り巻く状況は過去と比べ変化しているか (1)活動指標（事務事業の活動量を表す指標）

名称 単位
①

変 化
②

内 容

対象(この事業の対象、範囲となる人、物) (2)対象指標（対象の大きさを表す指標）

名称 単位
①
②

目的(この事業によって上記対象をどのような状態にしたいのか) (3)成果指標（目的の達成度を示す指標）

名称 単位
①
②

結果(上位基本事業の意図) (4)結果の成果指標（上位基本事業の成果指標）

名称 単位
①
②

事務事業の各種指標の実績と見込及び目標

H31年度 R2年度 R2年度 R3年度 R4年度 R5年度 R6年度
指標 ＼ 年度 単位

実績値 計画値 実績値 計画値 目標値 目標値 目標値
(1)の ①

活動指標 ②
(2)の ①

対象指標 ②
(3)の ①

成果指標 ②
(4)の結果の ①
成果指標 ②

予算費目 会計 款 項 目

コスト 年度 H31年度 R2年度 R2年度 R3年度 R4年度 R5年度 R6年度
実績値 計画値 実績値 計画値 目標値 目標値 目標値

事業費(決算又は予算額)Ａ 単位

財
源
内
訳

 国庫支出金 千円
 県支出金 千円
 地方債 千円
 その他 千円
 一般財源 千円

人件費Ｂ 千円
正職員従事時間×人数 時間×人 × × × × × × ×
正職員以外の人件費 千円

その他の費用Ｃ 千円
トータルコストA+B+C 千円
単位あたりコスト ①

（ﾄｰﾀﾙｺｽﾄ/(2)の対象指標）②

1



事

見直す（拡
その理由

大

業

・縮小）必要はありま

名

せ
■ ない

んか？

事業内

N

容を鑑みると、環境変

o

化に伴って目的は左右

.

されないため、見
事業

3

進展等による環境変化

7

□ ある
直しは必要ない

0

ものとする。
に伴い、

家

目的を見直す（目
その

庭

理由
的の追加・拡充又

教

は絞込）

必要はありま

育

せんか？ ■ ない

有
効
性

学

学校と連携し、参加が

級

促されるような魅力あ

開

る講座を開催する。
今

催

以上に事業の成果を向

事

上

させる方法を記入し

業

て下さ

い。 内　容
※(

２

3)の成果指標を向上

評

させる

　ことはできま

価

すか？

令和2年度は、

　

新型コロナウイルス感

Ｃ

染拡大防止のため、1

Ｈ

校のみの実施により
目

Ｅ

的達成状況 内　容 、参

Ｃ

加者数は減少した。例

Ｋ

年の参加者数は、横ば

目

いである。

□民間への

的

一部委託 □民間への全

妥

部委託
市関与の必要性

当

□指定管理 □補助金・

性

負担金助成 ■市の直営

こ

内　容
　（実施手法）

の

講座運営のため、引き

事

続き学校と連携して取

業

り組む。

効
率
性

事業内

の

容を鑑みると、統廃合

必

による事業の効率化又

要

は成果の向上は難しい

性

。
事務事業の統廃合に

は

より、

事業の効率化を

薄

図り、成果
内　容

を向

れ

上させる方法を記入し

て

て下さい。

事務内容を

得

鑑みると、削減は難し

ら

い。
現状より事業費・

れ

人件費を

削減する方法

て

を記入して下

さい。（

い

仕様の変更、外部 内　

る

容
委託、従事時間の削

い

減等は

できないか？)

ま

公
平
性

特になし。
□ あ

せ

る ■ 現状で適正
受益者

ん

負担はありますか？

ま

か

た、受益者負担割合は

。

適 ■ ない □ 検討が必要

十

内　容
正ですか？

□ 受

分

益者がいない

３
改
革
改

な

善
案
　
Ａ
Ｃ
Ｔ
Ｉ
Ｏ
Ｎ

学

成

校だけでなく、家庭・

果

地域での教 親も子ども

が

と一緒に成長できるよ

理

う
事業実施上の課題、

　

住 育も必ようである。

由

支援していく。
民・議

得

会等からの意見 意　見

ら

対応策
と対応策

子ども

れ

、成人の教育に関する

て

講演・ 時間数の制限を

い

緩和し、多数の保護
R

ま

3年度の事業計画は前

す

変　更
親子で活動する

か

もの・家庭・地域・ 者

？

が参加しやすいように

得

した。
年度から変更・

ら

追加は 前年度 ・
学校と

れ

の連携による活動など

て

。
あるか 追　加

今後の

い

事業・コスト・成果の

な

方向性 今後の事業の方

い

向性、改革・改善案
※

事

今年度からの具体的な

業

事業の進め方、手段の

進

見直し等、各方向性の

展

内容

　　　　　　　　

等

　□　拡大 地域の「家

に

庭の教育力の向上」へ

よ

の意識を高めるため
　

る

　　　　　　　　□　

環

改善 、継続する必要が

境

ある。
　　　　　　　

変

　　■　現状維持
　　

化

　　　　　　　□　縮

あ

小
　　　　　　　　　

る

□　統合
　　　　　　

に

　　　□　完了
　　　

伴

　　　　　　□　廃止

い

・休止
コストの方向性

、

　　　　　　　　　→

対

　維持
成果の方向性
　

象

　　　　　　　　→　

を

維持

2

見直す（拡
その理由

大・縮小）必要はありませ
ない

んか？

事業進展等による環境変化 ある
に伴い、目的を見直す（目

その理由
的の追加・拡充又は絞込）

必要はありませんか？ ない

有
効
性

今以上に事業の成果を向上

させる方法を記入して下さ

い。 内　容
※(3)の成果指標を向上させる

　ことはできますか？

目的達成状況 内　容

市関与の必要性
内　容

　（実施手法）

効
率
性

事務事業の統廃合により、

事業の効率化を図り、成果
内　容

を向上させる方法を記入し

て下さい。

現状より事業費・人件費を

削減する方法を記入して下

さい。（仕様の変更、外部 内　容
委託、従事時間の削減等は

できないか？)

公
平
性

ある 現状で適正
受益者負担はありますか？

また、受益者負担割合は適 ない 検討が必要 内　容
正ですか？

受益者がいない

３
改
革
改
善
案
　
Ａ
Ｃ
Ｔ
Ｉ
Ｏ
Ｎ

事業実施上の課題、住
民・議会等からの意見 意　見 対応策
と対応策

R3年度の事業計画は前 変　更
年度から変更・追加は 前年度 ・
あるか 追　加

今後の事業・コスト・成果の方向性 今後の事業の方向性、改革・改善案
※今年度からの具体的な事業の進め方、手段の見直し等、各方向性の内容

コストの方向性

成果の方向性

2

様式1-2

事務事業名 No. 370 家庭教育学級開催事業

２
評
価
　
Ｃ
Ｈ
Ｅ
Ｃ
Ｋ

目
的
妥
当
性

令和2年度は、新型コロナウイルス感染拡大防止のため、1校
この事業の必要性は薄れて ■ 得られている

のみの実施であったが、例年多くの保護者の参加があり、講
いませんか。十分な成果が 理　由

座の成果が得られている。
得られていますか？ □ 得られ

様

ていない

事業内容を鑑

式

みると、環境変化に伴

1

って目的は左右されな

-

いため、見
事業進展等

2

による環境変化
□ ある

事

直しは必要ないものと

務

する。
に伴い、対象を



令和 3年度（2年度実施分）事務事業目的評価表
様式1-1 記入日 令和03年12月08日

１
事
務
事
業
の
現
状
　
Ｐ
Ｌ
Ａ
Ｎ
及
び
Ｄ
Ｏ

事務事業名 No. 371 いきいき子育て講座開催事業
政策 安心して子どもを産み育て、誰もが豊かな心をはぐくむまち

この事務事業
施策 安心して子どもを産み、育てられる環境にしよう

の位置
基本事業 家庭教育

主管課名 教育行政課 課長名 岡田　高行
この事務事業の開始時期 平成14年度 事務区分 □法定受託事務 ■自治事務
この事務事業の根拠法令 教育基本法第10条

事業の概要 現在の状況とこの事務事業を行う根拠または理由

市内各幼稚園と共催で、毎年１回ずつ、子どもを養育 市内幼稚園児の保護者等を対象に、子育て支援を通じ
する保護者を対象として、家庭教育力の向上を目指し て家庭・地域の教育力の向上を図るために開催。
、子どものしつけや子育て等の講演会を開催している
。
 
　「ＳＤＧｓの取り組み：４」

１ 開催日時、講師、内容を幼稚園と協議
R2年度に実施した具体的な ２ 講師依頼をし、予定表作成と託児依頼
事業の方法、手順、指標に対す ３ コロナウィルス感染拡大防止のため中止
る成果等

事務事業

令

を取り巻く状況は過去

和

と比べ変化しているか

 

(1)活動指標（事務

3

事業の活動量を表す指

年

標）

令和３年度から子

度

育て支援課の事業と統

（

合 名称 単位
① 講座開催

2

回数 回
変 化

②
内 容

年

対象(この事業の対象

度

、範囲となる人、物)

実

(2)対象指標（対象

施

の大きさを表す指標）

分

保育園、幼稚園に通う

）

子どもを持つ親（実家

事

庭数） 名称 単位
① 保育

務

園、幼稚園に通う子ど

事

もの実家庭数 世帯
②

目

業

的(この事業によって

目

上記対象をどのような

的

状態にしたいのか) (

評

3)成果指標（目的の

価

達成度を示す指標）

講

表

座に参加した人が子育

様

ての不安や悩みがなく

式

なる 名称 単位
① 講座参

1

加者数 人
② 役立ってい

-

ると思う親の割合 ％

結

1

果(上位基本事業の意

記

図) (4)結果の成果

入

指標（上位基本事業の

日

成果指標）

教育力を高

令

めてもらう 名称 単位
①

和

家庭教育学級の参加者

0

数 人
② 講座参加者のア

3

ンケート回答数 件

事務

年

事業の各種指標の実績

1

と見込及び目標

H31

2

年度 R2年度 R2年度

月

R3年度 R4年度 R5

0

年度 R6年度
指標 ＼

8

 年度 単位
実績値 計画

日

値 実績値 計画値 目標値

１

目標値 目標値
(1)の

事

① 回 6 6 0 0 0 0 0
活

務

動指標 ②
(2)の ① 世

事

帯 2,489 2,49

業

0 2,201 2,20

の

0 2,200 2,20

現

0 2,200
対象指標

状

②
(3)の ① 人 334

　

340 0 0 0 0 0
成果

Ｐ

指標 ② ％ 100 100

Ｌ

0 0 0 0 0
(4)の結

Ａ

果の ① 人 784 780

Ｎ

73 780 780 78

及

0 780
成果指標 ② 件

び

312 310 0 310

Ｄ

310 310 310
予

Ｏ

算費目 会計 01 一般

事

会計 款 10 項 05 目 0

務

5

コスト 年度 H31年

事

度 R2年度 R2年度 R

業

3年度 R4年度 R5年

名

度 R6年度
実績値 計画

N

値 実績値 計画値 目標値

o

目標値 目標値
事業費(

.

決算又は予算額)Ａ 単

3

位 261 388 0 0 0

7

0 0

財
源
内
訳

 国庫支

1

出金 千円 187 0 0 0

い

0 0 0
 県支出金 千円

き

0 0 0 0 0 0 0
 地方

い

債 千円 0 0 0 0 0 0 0

き

 その他 千円 0 0 0 0

子

0 0 0
 一般財源 千円

育

74 388 0 0 0 0 0

て

人件費Ｂ 千円 966.

講

6 0 0 0 0 0 0
正職員

座

従事時間×人数 時間×

開

人 105× 1 0× 0 0

催

× 0 0× 0 0× 0 0×

事

0 0× 0
正職員以外の

業

人件費 千円 618 0 0

政

0 0 0 0
その他の費用

策

Ｃ 千円 0 0 0 0 0 0 0

こ

トータルコストA+B

の

+C 千円 1,227.

事

6 388 0 0 0 0 0
単

務

位あたりコスト ① 千円

事

/世帯 0.5 0.2 0

業

0 0 0 0
（ﾄｰﾀﾙｺ

施

ｽﾄ/(2)の対象指

策

標）② 千円/ 0 0 0 0

の

0 0 0

1

位置
基本事業

主管課名 課長名
この事務事業の開始時期 事務区分 法定受託事務 自治事務
この事務事業の根拠法令

事業の概要 現在の状況とこの事務事業を行う根拠または理由

R2年度に実施した具体的な
事業の方法、手順、指標に対す
る成果等

事務事業を取り巻く状況は過去と比べ変化しているか (1)活動指標（事務事業の活動量を表す指標）

名称 単位
①

変 化
②

内 容

対象(この事業の対象、範囲となる人、物) (2)対象指標（対象の大きさを表す指標）

名称 単位
①
②

目的(この事業によって上記対象をどのような状態にしたいのか) (3)成果指標（目的の達成度を示す指標）

名称 単位
①
②

結果(上位基本事業の意図) (4)結果の成果指標（上位基本事業の成果指標）

名称 単位
①
②

事務事業の各種指標の実績と見込及び目標

H31年度 R2年度 R2年度 R3年度 R4年度 R5年度 R6年度
指標 ＼ 年度 単位

実績値 計画値 実績値 計画値 目標値 目標値 目標値
(1)の ①

活動指標 ②
(2)の ①

対象指標 ②
(3)の ①

成果指標 ②
(4)の結果の ①
成果指標 ②

予算費目 会計 款 項 目

コスト 年度 H31年度 R2年度 R2年度 R3年度 R4年度 R5年度 R6年度
実績値 計画値 実績値 計画値 目標値 目標値 目標値

事業費(決算又は予算額)Ａ 単位

財
源
内
訳

 国庫支出金 千円
 県支出金 千円
 地方債 千円
 その他 千円
 一般財源 千円

人件費Ｂ 千円
正職員従事時間×人数 時間×人 × × × × × × ×
正職員以外の人件費 千円

その他の費用Ｃ 千円
トータルコストA+B+C 千円
単位あたりコスト ①

（ﾄｰﾀﾙｺｽﾄ/(2)の対象指標）②

1



事

育力の向
事業進展等に

業

よる環境変化 ■ ある
上

名

に重点を置く
に伴い、

N

目的を見直す（目
その

o

理由
的の追加・拡充又

.

は絞込）

必要はありま

3

せんか？ □ ない

有
効
性

7

講座参加には仕事を休

1

む必要があるため、実

い

施方法を見直す
今以上

き

に事業の成果を向上

さ

い

せる方法を記入して下

き

さ

い。 内　容
※(3)

子

の成果指標を向上させ

育

る

　ことはできますか

て

？

アンケート結果：ほ

講

ぼ100％の参加者が

座

役に立った
目的達成状

開

況 内　容

□民間への一

催

部委託 □民間への全部

事

委託
市関与の必要性 □

業

指定管理 ■補助金・負

２

担金助成 □市の直営
内

評

　容
　（実施手法） 他

価

事業で関与

効
率
性

「幼

　

稚園支援事業（子育て

Ｃ

支援課）」で同様の事

Ｈ

業を行っているため統

Ｅ

合する
事務事業の統廃

Ｃ

合により、

事業の効率

Ｋ

化を図り、成果
内　容

目

を向上させる方法を記

的

入し

て下さい。

他事業

妥

で実施することで人件

当

費を削減する
現状より

性

事業費・人件費を

削減

こ

する方法を記入して下

の

さい。（仕様の変更、

事

外部 内　容
委託、従事

業

時間の削減等は

できな

の

いか？)

公
平
性

ない
□

必

ある ■ 現状で適正
受益

要

者負担はありますか？

性

また、受益者負担割合

は

は適 ■ ない □ 検討が必

薄

要 内　容
正ですか？

□

れ

受益者がいない

３
改
革

て

改
善
案
　
Ａ
Ｃ
Ｔ
Ｉ
Ｏ
Ｎ

得

年々参加者が減少し、

ら

なおかつ幼児 幼稚園主

れ

催により子育て支援課

て

の補
事業実施上の課題

い

、住 を持つ保護者に限

る

られた事業である 助金

い

等を活用し開催する。

ま

他の家庭
民・議会等か

せ

らの意見 意　見 ため、

ん

他の家庭教育推進事業

か

の取組 対応策 教育事業

。

充実により家庭教育力

十

の向
と対応策 みを充実

分

させることで目的を果

な

たす 上を図ることで目

成

的を達成できる。
こと

果

ができる。
開催日時、

が

講師、内容を幼稚園と

理

協 令和３年度から「幼

　

稚園支援事業（
R3年

由

度の事業計画は前 変　

得

更
議、講師依頼をし、

ら

予定表作成と託 子育て

れ

支援課）」と統合
年度

て

から変更・追加は 前年

い

度 ・
児依頼、各幼稚園

ま

で講座を開催、報
ある

す

か 追　加
告書作成

今後

か

の事業・コスト・成果

？

の方向性 今後の事業の

得

方向性、改革・改善案

ら

※今年度からの具体的

れ

な事業の進め方、手段

て

の見直し等、各方向性

い

の内容

　　　　　　　

な

　　□　拡大 家庭教育

い

力の向上を目指し、子

事

どものしつけや子育て

業

　　　　　　　　　□

進

　改善 等の講演会を開

展

催しているが、平日昼

等

間の開催である
　　　

に

　　　　　　□　現状

よ

維持 ため年々参加者が

る

減少している。
　　　

環

　　　　　　□　縮小

境

事業の在り方を検討し

変

、令和３年度より子育

化

て支援課
　　　　　　

あ

　　　■　統合 の事業

る

と統合。
　　　　　　

に

　　　□　完了
　　　

伴

　　　　　　□　廃止

い

・休止
コストの方向性

、

　　　　　　　　　→

対

　維持
成果の方向性
　

象

　　　　　　　　－

2

を見直す（拡
その理由

大・縮小）必要はありませ
ない

んか？

事業進展等による環境変化 ある
に伴い、目的を見直す（目

その理由
的の追加・拡充又は絞込）

必要はありませんか？ ない

有
効
性

今以上に事業の成果を向上

させる方法を記入して下さ

い。 内　容
※(3)の成果指標を向上させる

　ことはできますか？

目的達成状況 内　容

市関与の必要性
内　容

　（実施手法）

効
率
性

事務事業の統廃合により、

事業の効率化を図り、成果
内　容

を向上させる方法を記入し

て下さい。

現状より事業費・人件費を

削減する方法を記入して下

さい。（仕様の変更、外部 内　容
委託、従事時間の削減等は

できないか？)

公
平
性

ある 現状で適正
受益者負担はありますか？

また、受益者負担割合は適 ない 検討が必要 内　容
正ですか？

受益者がいない

３
改
革
改
善
案
　
Ａ
Ｃ
Ｔ
Ｉ
Ｏ
Ｎ

事業実施上の課題、住
民・議会等からの意見 意　見 対応策
と対応策

R3年度の事業計画は前 変　更
年度から変更・追加は 前年度 ・
あるか 追　加

今後の事業・コスト・成果の方向性 今後の事業の方向性、改革・改善案
※今年度からの具体的な事業の進め方、手段の見直し等、各方向性の内容

コストの方向性

成果の方向性

2

様式1-2

事務事業名 No. 371 いきいき子育て講座開催事業

２
評
価
　
Ｃ
Ｈ
Ｅ
Ｃ
Ｋ

目
的
妥
当
性

成果はあるが、年々参加者が減少している
この事業の必要性は薄れて ■ 得られている
いませんか。十分な成果が 理　由
得られていますか？ □ 得られていない

幼児を持つ保護者に限らず、子育てに関わっている者を広く対象にす
事業進展等によ

様

る環境変化
■ ある る

に

式

伴い、対象を見直す（

1

拡
その理由

大・縮小）

-

必要はありませ
□ ない

2

んか？

核家族が多く仕

事

事を持つ保護者の増加

務

しているため、家庭教



令和 3年度（2年度実施分）事務事業目的評価表
様式1-1 記入日 令和03年12月08日

１
事
務
事
業
の
現
状
　
Ｐ
Ｌ
Ａ
Ｎ
及
び
Ｄ
Ｏ

事務事業名 No. 372 家庭教育地域活動推進事業
政策 安心して子どもを産み育て、誰もが豊かな心をはぐくむまち

この事務事業
施策 安心して子どもを産み、育てられる環境にしよう

の位置
基本事業 家庭教育

主管課名 教育行政課 課長名 岡田　高行
この事務事業の開始時期 平成21年度 事務区分 □法定受託事務 ■自治事務
この事務事業の根拠法令 教育基本法第10条

事業の概要 現在の状況とこの事務事業を行う根拠または理由

ふれあいトライアングル:家庭・地域・学校の３者が ふれあいトライアングル:市内の宅地開発が進み、旧
連携して家庭教育を推進する。「ＳＤＧｓの取り組み 来の住民と新住民が混在する地域が増えてきたことに
：1,4,8,11,16」 より、地域の希薄化が進み、地域で子どもを育てる環
みよし未来塾:学習に遅れを感じる中高生を対象に、 境が薄れてきたため、家庭・地域・学校を連携して家
学習の場を提供し、学習支援員によるサポートをする 庭教育を進める環境を作る。みよし未来塾:学習習慣

令

。「ＳＤＧｓの取り組

和

み：1,4」 を身につ

 

けさせることは、教育

3

上の諸問題を未然に防

年

地域学校協働活動推進

度

事業：地域と学校のパ

（

ートナー ぐだけでなく

2

、ニート問題など市全

年

体に関わる問題を
シッ

度

プに基づき双方向の「

実

連携・協働」を推進し

施

、家 未然に防ぐことに

分

もつながる。地域学校

）

協働活動推進
庭・地域

事

・学校のより一層の連

務

携を目指す。「ＳＤＧ

事

事業：令和3年3月策

業

定みよし市教育振興基

目

本計画重点
ｓの取り組

的

み：4,10」 施策。

評

ふれあいトライアング

価

ル推進事業補助金の助

表

成、冬休みの３日間み

様

よし未来塾を開
R2年

式

度に実施した具体的な

1

催。
事業の方法、手順

-

、指標に対す
る成果等

1

事務事業を取り巻く状

記

況は過去と比べ変化し

入

ているか (1)活動指

日

標（事務事業の活動量

令

を表す指標）

変化して

和

いない。 名称 単位
① ふ

0

れあいトライアングル

3

推進事業校 校
変 化

②

年

みよし未来塾開催日数

1

日
内 容

対象(この事

2

業の対象、範囲となる

月

人、物) (2)対象指

0

標（対象の大きさを表

8

す指標）

市民 名称 単位

日

① 人口 人
② 13～18

１

歳人口 人

目的(この事

事

業によって上記対象を

務

どのような状態にした

事

いのか) (3)成果指

業

標（目的の達成度を示

の

す指標）

事業に参加し

現

、地域や学校、家庭で

状

自らの教育力を高める

　

名称 単位
① 推進事業参

Ｐ

加校 校
② みよし未来塾

Ｌ

申込者数 人

結果(上位

Ａ

基本事業の意図) (4

Ｎ

)結果の成果指標（上

及

位基本事業の成果指標

び

）

家庭教育力を高めて

Ｄ

もらう 名称 単位
① 推進

Ｏ

事業参加校 校
② みよし

事

未来塾のべ参加者数 人

務

事務事業の各種指標の

事

実績と見込及び目標

H

業

31年度 R2年度 R2

名

年度 R3年度 R4年度

N

R5年度 R6年度
指標

o

 ＼ 年度 単位
実績値

.

計画値 実績値 計画値 目

3

標値 目標値 目標値
(1

7

)の ① 校 8 8 8 8 8 8

2

8
活動指標 ② 日 16 1

家

5 3 16 16 16 16

庭

(2)の ① 人 61,1

教

53 61,040 61

育

,040 61,236

地

62,100 62,3

域

60 62,620
対象

活

指標 ② 人 4,629 4

動

,398 4,398 4

推

,300 4,100 3

進

,900 3,700
(

事

3)の ① 校 8 8 8 8 8

業

8 8
成果指標 ② 人 17

政

2 180 23 190 2

策

00 210 220
(4

こ

)の結果の ① 校 8 8 8

の

8 8 8 8
成果指標 ② 人

事

640 650 44 66

務

0 670 680 690

事

予算費目 会計 01 一

業

般会計 款 10 項 05 目

施

05

コスト 年度 H31

策

年度 R2年度 R2年度

の

R3年度 R4年度 R5

位

年度 R6年度
実績値 計

置

画値 実績値 計画値 目標

基

値 目標値 目標値
事業費

本

(決算又は予算額)Ａ

事

単位 576 380 24

業

8 866 2,637 4

主

,710 4,710

財

管

源
内
訳

 国庫支出金 千

課

円 173 10 14 12

名

0 19 24 24
 県支

課

出金 千円 83 10 14

長

120 19 24 24
 

名

地方債 千円 0 0 0 0 0

こ

0 0
 その他 千円 0 0

の

0 0 0 0 0
 一般財源

事

千円 320 360 22

務

0 626 2,599 4

事

,662 4,662
人

業

件費Ｂ 千円 1,781

の

1,781 0 1,78

開

1 1,781 1,78

始

1 0
正職員従事時間×

時

人数 時間×人 475×

期

1 475× 1 0× 0 4

事

75× 1 475× 1 4

務

75× 1 0× 0
正職員

区

以外の人件費 千円 20

分

4 204 0 204 20

法

4 204 0
その他の費

定

用Ｃ 千円 285 285

受

0 285 285 285

託

0
トータルコストA+

事

B+C 千円 2,642

務

2,446 248 2,

自

932 4,703 6,

治

776 4,710
単位

事

あたりコスト ① 千円/

務

人 0 0 0 0 0.1 0.

こ

1 0.1
（ﾄｰﾀﾙｺ

の

ｽﾄ/(2)の対象指

事

標）② 千円/人 0.6

務

0.6 0.1 0.7 1

事

.1 1.7 1.3

1

業の根拠法令

事業の概要 現在の状況とこの事務事業を行う根拠または理由

R2年度に実施した具体的な
事業の方法、手順、指標に対す
る成果等

事務事業を取り巻く状況は過去と比べ変化しているか (1)活動指標（事務事業の活動量を表す指標）

名称 単位
①

変 化
②

内 容

対象(この事業の対象、範囲となる人、物) (2)対象指標（対象の大きさを表す指標）

名称 単位
①
②

目的(この事業によって上記対象をどのような状態にしたいのか) (3)成果指標（目的の達成度を示す指標）

名称 単位
①
②

結果(上位基本事業の意図) (4)結果の成果指標（上位基本事業の成果指標）

名称 単位
①
②

事務事業の各種指標の実績と見込及び目標

H31年度 R2年度 R2年度 R3年度 R4年度 R5年度 R6年度
指標 ＼ 年度 単位

実績値 計画値 実績値 計画値 目標値 目標値 目標値
(1)の ①

活動指標 ②
(2)の ①

対象指標 ②
(3)の ①

成果指標 ②
(4)の結果の ①
成果指標 ②

予算費目 会計 款 項 目

コスト 年度 H31年度 R2年度 R2年度 R3年度 R4年度 R5年度 R6年度
実績値 計画値 実績値 計画値 目標値 目標値 目標値

事業費(決算又は予算額)Ａ 単位

財
源
内
訳

 国庫支出金 千円
 県支出金 千円
 地方債 千円
 その他 千円
 一般財源 千円

人件費Ｂ 千円
正職員従事時間×人数 時間×人 × × × × × × ×
正職員以外の人件費 千円

その他の費用Ｃ 千円
トータルコストA+B+C 千円
単位あたりコスト ①

（ﾄｰﾀﾙｺｽﾄ/(2)の対象指標）②

1



事

由
大・縮小）必要はあ

業

りませ
■ ない

んか？

家

名

庭教育力を育むことに

N

変わりはない。
事業進

o

展等による環境変化 □

.

ある
に伴い、目的を見

3

直す（目
その理由

的の

7

追加・拡充又は絞込）

2

必要はありませんか？

家

■ ない

有
効
性

地域の理

庭

解を得て、協力体制を

教

確立することで、より

育

よい事業の成果が得ら

地

れ
今以上に事業の成果

域

を向上
ると考えられる

活

。
させる方法を記入し

動

て下さ

い。 内　容
※(

推

3)の成果指標を向上

進

させる

　ことはできま

事

すか？

令和2年度は、

業

新型コロナウイルス感

２

染拡大防止のため、開

評

催規模を縮小した
目的

価

達成状況 内　容 ことに

　

より、目的達成はでき

Ｃ

なかった。例年は、十

Ｈ

分に目的を達成してい

Ｅ

るが
、さらなる事業の

Ｃ

改良に取り組む。
□民

Ｋ

間への一部委託 □民間

目

への全部委託
市関与の

的

必要性 □指定管理 ■補

妥

助金・負担金助成 ■市

当

の直営
内　容

　（実施

性

手法） 各小学校の家庭

こ

教育推進協議会に補助

の

金を助成し、活動を行

事

っている

効
率
性

地域・

業

学校・家庭の連携を図

の

るためのきっかけづく

必

りをしているため、事

要

業を
事務事業の統廃合

性

により、
廃止した場合

は

は連携が見込めない。

薄

事業の効率化を図り、

れ

成果
内　容

を向上させ

て

る方法を記入し

て下さ

得

い。

事務内容を鑑みる

ら

と、削減は難しい。
現

れ

状より事業費・人件費

て

を

削減する方法を記入

い

して下

さい。（仕様の

る

変更、外部 内　容
委託

い

、従事時間の削減等は

ま

できないか？)

公
平
性

せ

直接的な受益者はなし

ん

□ ある ■ 現状で適正
受

か

益者負担はありますか

。

？

また、受益者負担割

十

合は適 ■ ない □ 検討が

分

必要 内　容
正ですか？

な

□ 受益者がいない

３
改

成

革
改
善
案
　
Ａ
Ｃ
Ｔ
Ｉ
Ｏ

果

Ｎ

未来塾を行うための

が

会場・人員を長 関係機

理

関に協力を依頼してい

　

く。
事業実施上の課題

由

、住 期的に確保するこ

得

とが難しい。
民・議会

ら

等からの意見 意　見 対

れ

応策
と対応策

ふれあい

て

トライアングル推進事

い

業補 開催期間や時間を

ま

学校の授業日と調
R3

す

年度の事業計画は前 変

か

　更
助金の助成、冬休

？

みの間にみよし未 整し

得

ながら柔軟に対応する

ら

。
年度から変更・追加

れ

は 前年度 ・
来塾を開催

て

。
あるか 追　加

今後の

い

事業・コスト・成果の

な

方向性 今後の事業の方

い

向性、改革・改善案
※

事

今年度からの具体的な

業

事業の進め方、手段の

進

見直し等、各方向性の

展

内容

　　　　　　　　

等

　■　拡大 ふれあいト

に

ライアングル推進事業

よ

はＨ29年度より、各

る

　　　　　　　　　□

環

　改善 小学校区で実施

境

。みよし未来塾はH2

変

8年度より実施し
　　

化

　　　　　　　□　現

あ

状維持 、市内二か所で

る

開催している。
　　　

に

　　　　　　□　縮小

伴

今後はふれあいトライ

い

アングル推進事業につ

、

いてさら
　　　　　　

対

　　　□　統合 なる事

象

業内容の改良と、みよ

を

し未来塾の開催場所や

見

機
　　　　　　　　　

直

□　完了 関について、

す

学校・地域と連携しな

（
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